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クールアース推進構想クールアース推進構想

１．ポスト京都フレームワーク

・温室効果ガス削減に向けて、主要排出国とともに国別総量削減目標を掲げて取り
組む。
・目標の策定に当たっては、エネルギー効率などをセクター別に割り出し、今後活用
される技術を基礎として削減可能量を積み上げ、削減負担の公平さを確保。

２．国際環境協力

・世界全体で２０２０年までに３０％のエネルギー効率を改善する目標を世界で共有。
・１００億ドル規模の新たな資金メカニズム（クールアース・パートナーシップ）を構築
し、途上国の温暖化対策を支援。

３．イノベーション

・革新技術の開発と低炭素社会への転換。
・環境・エネルギー分野の研究開発投資を重視し、今後５年間で３００億ドル程度の
資金を投入。

【ダボス会議における総理提案】 （平成２０年１月２６日）
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将来見通し
（現状放置）

現在 2020 2050

世界のＣＯ２削減に向けた中期戦略と長期戦絡世界のＣＯ２削減に向けた中期戦略と長期戦絡

““美しい星５０美しい星５０””
世界全体の排出量を世界全体の排出量を
２０５０年までに半減２０５０年までに半減

＜中期目標＞＜中期目標＞ ＜長期目標＞＜長期目標＞

““イノベーションイノベーション””
・革新的技術の開発
・低炭素社会への転換

““ポスト京都フレームワークポスト京都フレームワーク””
・今後１０年～２０年で地球全体の
温室効果ガスをピークアウトへ

全世界
CO2
排出量

““国際環境協力国際環境協力””
・省エネ取組の国際展開
・新たな資金メカニズム

(クールアースパートナーシップ)
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「美しい星５０（Cool Earth ５０）」の概要「美しい星５０（Cool Earth ５０）」の概要
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・ 「世界全体の温室効果ガスの排出量を現状に比して2050年までに半減」を世界共通の
長期目標として提示。

・ 「革新的技術の開発」と「低炭素社会づくり」という長期ビジョンの提示。

１．長期戦略

・ 主要排出国が全て参加し、京都議定書を超え、世界全体での排出削減につながること。
・ 各国の事情に配慮した柔軟かつ多様性のある枠組みとすること。
・ 省エネ等の技術を活かし、環境保全と経済発展とを両立すること 。

２．2013年以降の枠組み構築に向けた３原則

・ 京都議定書の６％削減目標達成に向け、京都議定書目標達成計画を見直し。
・ 政府の率先的取組みを進め、自治体や主要な業務部門の行動を加速化。
・ 「国民運動」を展開し「1人1日１ｋｇ」削減を呼びかけ。

３．京都議定書の目標達成に向けた国民運動の展開



低炭素型住宅 低炭素型 大規模な都市

低炭素社会づくりに向けて低炭素社会づくりに向けて

技術イノベーション技術イノベーション ライフスタイルライフスタイル
イノベーションイノベーション

ユビキタス「見える化」技術
を利用するグリーン消費者

1) 太陽光発電
2) 太陽熱温水器
3) 屋上緑化
4) 遮光・遮熱
5) 高断熱住宅
6) 高効率照明

1) 徒歩・自転車で暮らせる街づくり
2) スマート通勤、ホームオフィス
3) 誰もが利用しやすい公共交通機関
4) 風の道
5) 排熱管

7) エコライフナビゲーションシステム
8) 高効率ヒートポンプ
9) 放射式冷暖房
10) 燃料電池
11) 200年住宅

社会資本イノベーション社会資本イノベーション
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＜森林との共生＞
●吸収源機能向上
●木材生産とバイオ
エネ供給

＜自然の教育効果＞
●自然保全・教育

●適切な人口密度（コンパクトシティ）、移動距
離の短縮・公共交通機関の利用増加
●地産地消、地域ブランドなどによる一次産業
の活性化

●高度道路交通システム、エコドライブ
●高効率鉄道・飛行機・船舶の利用
●バイオ燃料や水素等の低炭素エネ利用促進
●高効率燃料電池自動車、電気自動車の普及

●ビルエネルギーマネジ
メントシステム
●省エネ建築物
●ITの進展（ペーパーレ
ス）
●リサイクル進展

●残渣系バイオ燃料利用
●太陽熱温水器
●太陽光発電
●天然ガス燃料転換
●原子力発電の推進
●石炭利用のクリーン化

●太陽光発電
●太陽熱温水器
●屋上緑化

●高効率ボイラ
●工場で発生した余剰熱のカ
スケード利用、民生で再利用
●炭素隔離貯留の有効利用

自然と共生できる暮し

低炭素な交通システム

低炭素なまちづくり

低炭素エネルギーの活用

低炭素ビジネスの展開

低炭素生産システム

低炭素な国土・自然・交通 低炭素な産業・業務 低炭素な住宅・家庭

A社 B社

公民館～小学校レベルで地域に分布し，
図書館のように誰でも利用可能なオフィス

ASP

ホーム
オフィス

モバイル

個人情報発信
人のスキル・人脈検索

BLOG, SNS, KnowWho

大容量ネットワーク
（ ×102GB～）

“どこでも”オフィス

サテライトオフィス

IDC (データベース、各種サーバ等)

A社 B社

公民館～小学校レベルで地域に分布し，
図書館のように誰でも利用可能なオフィス

ASP

ホーム
オフィス

モバイル

個人情報発信
人のスキル・人脈検索

BLOG, SNS, KnowWho

大容量ネットワーク
（ ×102GB～）

“どこでも”オフィス

サテライトオフィス

IDC (データベース、各種サーバ等)

低炭素オフィス 意識改革＝
ライフスタイルの転換

●エコライフの実践
●環境負荷表示システム(家電･自動車
標準装備)

＜新産業発展像＞
●エコビジネス教育
●低炭素技術開発による国際競争力の強化
●途上国への戦略的な環境技術移転
＜ワークスタイル＞
●SOHO（在宅勤務）などの推進

【ヒートポンプ給湯器】

【SOHOの例】

太陽光の活用
木くずだきボイラー

省エネ機器と高断熱
住宅の大幅普及

●高効率照明
【白熱電球→蛍光ランプ、
HIDランプ、LED等】

●高断熱住宅
●超高効率エアコン
●待機電力削減
●ヒートポンプ給湯
●燃料電池コジェネ
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低炭素社会の近未来のイメージ低炭素社会の近未来のイメージ



炉
心

太陽光社会
太陽光等のエネルギーの導入
が進展した社会

水素の利用が大幅に進展した社会水素社会

薄膜ｼﾘｺﾝ太陽電池

固体高分子形燃料電池を利用し
た燃料電池自動車

水素の輸送・貯蔵技術

燃料電池車の大幅普及により、世
界の排出量の２割を占める自動車
からの排出をゼロに。

燃料電池自動車の水素車載量を
現行3 ㎏から7㎏に引き上げれば、
現行自動車並の走行距離に。

フィルム型太陽電池

発電効率を、現在の15%～20%
から、40%超へと飛躍的に向上。
コストも火力発電並に低減。

新材料の活用による高効率かつ
低コストな太陽電池

自由に折り曲げることができ、場
所を選ばずに設置可能。

光触媒による太陽光を利用した
水素製造

蓄電池の大容量化や低コスト化
技術

家庭の熱電需要を水素で賄うた
めの燃料電池

ｽﾀｯｸ
空気

水素

電解質膜

固体高分子形燃料電池

白金を代替する
材料で低ｺｽﾄ化

ゼロ・エミッション 超高効率省エネ
二酸化炭素を排出しないエネ
ルギー源の利用が進んだ社会

徹底的な効率利用やクリーンな生産シ
ステムの導入や、家庭、ｵﾌｨｽにおける
ｴﾈﾙｷﾞｰの高度利用が進展した社会

送電網

CO2貯留

CO2注入井

コークスの一部代替に水素を還
元材として用いた製鉄技術

熱を温度の高い方から順に有効
活用したり、副生物を材料として
徹底的に活用する生産技術

高効率半導体等の次世代型省
エネデバイス

電力ロスの無い超電導送電

水素活用製鉄技術

ＩＥＡの試算によれば、2050年の
削減ｼﾅﾘｵにおいて、省ｴﾈﾙｷﾞｰ
技術の普及は、世界全体の排
出量の約２５％を削減可能。

革新的ゼロ･エミッション石炭火
力発電

次世代軽水炉、中小型炉、高温
ガス炉、高速増殖炉(FBR)ｻｲｸﾙ

ゼロ・エミッションの原子力発電
を大幅に拡大。

世界の排出量の３割を占める石
炭火力発電からの排出をゼロに。

ゼロ・エミッション石炭火力発電
中小型炉

６ｍ

18ｍ

米国FutureGen

蒸
気
発
生
器

未利用エネルギーの利用効率を
飛躍的に高めたヒートポンプ

コークス炉

コークス 副生ガス

高炉

水素還元炉

廃熱

水素鉄鉱石
還元技術

水素増幅技術

水素

水素
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低炭素社会の２０５０年のイメージ低炭素社会の２０５０年のイメージ



追加課金エリア

初期課金エリア

1km

無料通過ルート

Profile of national targets and aspirations

Proposed London reductions to 
achieve 450ppm stabilisation

●ロンドン市：イギリスの首都、人口約717万人
●2025年までにCO2を60%削減することを目指す。
●中心部に乗り入れる自動車に対するロードプライシングの導入
●住宅建築物の省エネルギー性能改善の取り組み
●温暖化対策のアクションプログラムの策定

●

ベディントン・ゼロ・エネルギー開発プロジェクト
（BedZED, Beddington Zero Energy Development）

1日あたり 8£
（約1760円：1£≒220円）

市内中心部に乗り入れる
自動車に対するロードプラ
イシングを2003年から導入

住宅建築物の省エネルギー性能改善について、郊外部の
開発に合わせた取り組みを実践
大規模開発における再生可能エネルギー利用率10%を誘導

Action Today to Protect Tomorrow
-The Mayor’s Climate Change Action Plan-

2025年までに1990年比で60%削減する目標を盛り込
んだアクションプランを2007年2月に策定

・ｴﾈﾙｷﾞｰ需要を抑える建築
・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ
（ﾊﾞｲｵ燃料・太陽光）の活用
・雨水の有効活用

全国平均の建築に比べた
削減率
・暖房 88%、・給湯 57%
・水道水 50%、・電力 25%交通対策

計画

住宅対策

●

ロンドン交通局HPより抜粋
（http://www.tfl.gov.uk/home.aspx） ロンドン市役所HP（http://www.london.gov.uk/#top）より抜粋

ⓒ2008 Google-地図データ ⓒ2008 Tele Atlas-
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ロンドン（London:イギリス）の事例ロンドン（London:イギリス）の事例



1984年から自動車乗り入れ制限を実施するとともに、総合的な交通シス
テムの拡充(市バスや市電（２２路線))により、市民の生活基盤を確保

○自動車交通の抑制

・1984年から旧市街への車の乗り入れは原則禁止（青色の道路）
・パーク＆ライドの推進（市電駅前に広い無料駐車場を整備）

・カーシェアリングの推進（2005年時点で2300人で130台をシェア）
・イベントチケット提示で公共交通を利用可

○地域環境定期券（レギオカルテ 1991導入）
・市内及び周辺の公共交通機関（全長2,900km）で使用可
・無記名で貸し借り自由
・日曜・祭日は大人２人、子供4人まで利用できる

サッカースタジアムの屋根にパネル設
置（パネル毎に株主を募集）市内のソーラーハウス

・ごみの発生抑制、徹底した分別等により、廃棄物の処分
量を大幅に削減。

・ごみは焼却せず、処分場から発生するメタンガスを利用し
て地域熱電併給を実施（供給対象は10,000人）

•概要：ドイツ南西部に位置、人口約21万人、総面積153km2

• 2030年に温室効果ガスを1992年比40%削減することを目指す。
•交通対策、エネルギー対策、廃棄物対策等が総合的に進められ
ており、先進事例として視察の多いことでも有名

エネルギー対策

廃棄物対策

交通対策

地域環境定期券

市内の足としてLRTや
自転車等を活用自動車交通の抑制策（青色の道路は乗り入れ禁止）

・ソーラータワー、ソーラー住宅地の建設等ソーラー発電の
推進（導入量2,615万kw/h 06年）
・ソーラー技術の研究・開発が盛んで、複数の研究所、学会
本部等が立地

• 2010年までに市内の消費電力の9.3%を再生可能エネル
ギーで賄うことを目標とする。

フライブルク

ⓒ2007 Google

フライブルク市役所HP（http://www.freiburg.de/servlet/PB/menu/-1/index.html）より抜粋

フライブルク市役所HP（http://www.freiburg.de/servlet/PB/menu/-1/index.html）より抜粋

神戸ドイツ領時間HOより抜粋
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フライブルク（Freiburg：ドイツ）の事例フライブルク（Freiburg：ドイツ）の事例



概要：スウェーデン南部に位置、人口約２７万人で同国第３位の都市
１００％再生可能エネルギー利用、2008年～2012年の間にCO2排出
量を1990年比平均25%削減が目標
廃棄物焼却場から発生する熱エネルギーを地域内の暖房等に活用

●港湾地区の環境設計モデル地域（Vastra Hamnen）
のうち約25haを活用した再開発
●1,300世帯の住宅を整備、環境に配慮した集合住宅
のモデルをめざす。

【エネルギー供給の状況】
（熱供給）
●海水等を利用したヒートポ
ンプによる熱供給 ・・・・85%
●太陽熱パネル(1400㎡)に
よる熱供給 ・・・・12%
●有機系ゴミのガスによる
熱供給 ・・・・ 3%
（電力供給）
●風力発電 ・・・・99.8%
●太陽光 ・・・・0.2%

マルメ市におけるエネルギー供給源（熱供給）の推進

Ｂo01地区の開発

1970年代にほとんど石油利用だった
エネルギー供給が、現在では５０％
以上が再生可能エネルギーに

天然ガス
コンバインドサイクル
地熱
太陽熱（０．０５％）
バイオエネルギー
廃熱

廃棄物焼却
下水道
電気
石炭
石油

廃棄物焼却場等から発生する熱エネルギーをパイプ
ラインで地域内に供給、一部は市外にも供給

市内の熱供給管の総延長は545km

Dr.Per Rosen氏資料より Dr.Per Rosen氏資料より 9

マルメ市（Malmo:スウェーデン）の事マルメ市（Malmo:スウェーデン）の事



バスシステムの統合（料金の均一化、乗り継ぎターミナル、高速
レーン整備等）により、208万人/日の利用者、市全体トリップ中の
バス分担率75%を実現。
90年代以降は、自転車専用レーン、自転車購入ローンの普及な
ど、自転車普及も推進。

•人口：１７９万人
•バス交通ネットワークと土地利用計画の組み合わせ、都市域の拡大に伴
うモータリゼーションを抑制
•資源ごみの回収の取組も有名

ヒューマンスケール、アメニティ、公共交通重視のマスター
プランに沿った土地利用を推進。
都心の民有緑地や河川周辺緑地の保全、樹木伐採禁止、
羊による公園緑地の管理等で、市域面積の18%（2000
年）、51ｍ２/人（東京4m2/人）という高水準の緑地を実現。

クリチバ市のマスタープラン
線状の都市集積を目指している。

高水準の緑地率

学校教育で主導する市民教育と資源ごみ分別回収イ
ンセンティブ（小学校：PC、低所得層：バスチケット・野
菜）で､42万ｔ/年の資源ごみを回収。

廃棄物対策・環境教育交通対策

土地利用計画

IPPUCのHPより抜粋 10

クリチバ市（Curitiba:ブラジル）の事例クリチバ市（Curitiba:ブラジル）の事例



ＮＥＤＯ（注２）等

日本貿易保険

国際機関

「適応」策
ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰｱｸｾｽ支援

「緩和」策支援

英国 米国

円借款供与適格国等

気候変動に
脆弱な国

政策協議を経た
途上国等

その他資金対応

国際機関

途上国における温暖化への適応策及
びクリーン・エネルギーへのアクセス
を支援し、持続可能な開発を促進

省エネ等の日本の高い技
術力を世界に広め、地球
全体の温室効果ガスの排
出抑制を促進

日本政策金融公庫

（JBIC）

拠出（注１）

５年間で、累計概ね１００億ドル程度の資金供給を可能とする資金メカニズムの運用を2008年から開始
→排出削減と経済成長を両立させ、気候の安定化に貢献しようとする途上国を支援

（例）
森林保全、防災、干ばつ・洪水等の気候変
動に関連する環境被害への対策支援

太陽光や小規模水力等による農村電化

（例） 発電設備のエネル
ギー効率の向上無償資金協力

技術協力

拠出

気候変動
対策円借款
＝５０００億円

その他の公的資金

民間資金を
呼び込み

技術移転促進

約２５００億円 約１兆円

・・・

（注１）米国・英国とともに多国間の
新たな基金を創設することを目指し、
他のドナーにも参加を呼びかける
(注２)新エネルギー・産業技術総合
開発機構

各
種
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

民間企業
各種ファンド等

「クールアース・パートナーシップ」資金メカニズム 全体像（イメージ）「クールアース・パートナーシップ」資金メカニズム 全体像（イメージ）
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－重点的に取り組むべき「２１」のエネルギー革新技術－

各技術について技術開発ロードマップを策定

◯ 「世界全体の温室効果ガス排出量を２０５０年までに半減」という長期目標達成に向け、
• 従来の延長線上にない革新的なエネルギー技術開発が不可欠。
• 我が国が誇る世界トップ水準のエネルギー技術によって、世界をリード。

◯ このため、重点的に取り組むべき技術を特定、ロードマップを作成するとともに、国際連携のあり方を検討。

－計画の狙い－

⑱HEMS/BEMS/地域レベルEMS※

⑬省エネ住宅・ビル ⑭次世代高効率照明

⑯超高効率
ヒートポンプ

⑰省エネ型
情報機器・システム

⑨プラグインハイブリット・電気自動車⑦高度道路交通システム

①高効率天然ガス
火力発電

⑥超電導
高効率送電

③二酸化炭素回収
貯留（ＣＣＳ）

④革新的
太陽光発電

⑪革新的材料・製造・加工技術 ⑫革新的製鉄プロセス

⑧燃料電池自動車

効率向上 低炭素化

⑮定置用燃料電池

エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
側

②高効率石炭火力発電 ⑤先進的原子力発電発電・送電発電・送電

産業産業

運輸運輸

民生民生

エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
側

⑲高性能電力貯蔵 ⑳パワーエレクトロニクス部門横断部門横断

⑩バイオマス
からの輸送用
代替燃料

水素製造・輸送・貯蔵12

超電導導体

絶縁層

超電導シールド層

断熱管

超電導導体

絶縁層

超電導シールド層

断熱管

③ＣＣＳ
（後掲）

※EMS：Energy Management System、
HEMS：House Energy Management 
System、BEMS：Building Energy 
Management System

「クールアース－エネルギー革新技術計画」のポイント （１）「クールアース－エネルギー革新技術計画」のポイント （１）
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◯適切な官民の役割分担：技術開発の進捗状況を踏まえた適切な官民の役割分担、産学官の緊密な連携ととも
に、業種間の垣根を越えた連携の必要性

◯研究開発成果の円滑な普及・市場導入：公的機関への率先導入、国際標準化の推進、必要な制度・インフラ
の整備の検討等による技術開発の成果の導入・普及の促進。

◯技術開発ロードマップの定期的な見直し

◯適切な官民の役割分担：技術開発の進捗状況を踏まえた適切な官民の役割分担、産学官の緊密な連携ととも
に、業種間の垣根を越えた連携の必要性

◯研究開発成果の円滑な普及・市場導入：公的機関への率先導入、国際標準化の推進、必要な制度・インフラ
の整備の検討等による技術開発の成果の導入・普及の促進。

◯技術開発ロードマップの定期的な見直し

◯民間企業の研究開発意欲を妨げることのない
よう、技術流出の防止や知的財産の確保に配
慮。

◯円滑な技術移転のため、政府ベースで知財の
扱いに配慮。

◯ＩＥＡとも連携し、各国・地域が技術開発ロー
ドマップを共有。

◯技術開発の現状や進捗を確認し、着実に技術開
発に取り組むための協力の枠組みの構築が必要。

技術開発ロードマップの国際共有

国際連携にあたっての留意点

○二酸化炭素回収・貯留（CCS）
・海外の実証プロジェクトの推進、内外プロジェクト
間連携の促進。
○革新的太陽光発電
・第三世代の太陽電池について、海外からの人材招
聘・シンポジウム開催を通じた連携強化。
○高性能電力貯蔵
・海外の研究機関と基礎研究部分で連携を検討するこ
とが必要。
○超電導高効率送電
・海外実証プロジェクトへの参加や、海外研究機関と
の情報交換等。
○革新的製鉄プロセス
・IISI（国際鉄鋼連盟）等への参画による、最新動向の
把握、共同研究の可能性の検討。
○省エネ型情報機器・システム
•シンポジウムの開催により、グリーンＩＴに関する各
国の研究開発動向について情報共有。

個別分野における国際連携の推進

－国際連携の推進－

◯海外研究機関等と連携し、必要に応じて研究
開発リソースを補完しながら効率的に研究開
発を推進。

国際連携による研究開発の加速

－計画の着実な実施に向けて－

「クールアース－エネルギー革新技術計画」のポイント （２）「クールアース－エネルギー革新技術計画」のポイント （２）
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地球の温暖化には疑う余地はない。過去100年で世界平均気温が0.74℃上昇し、最
近12年（1995～2006年）のうち、11年は1850年から現在までの間で最も暖かかった。

世界の二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素の濃度は、1750年以降の人間活動の結
果、顕著に増加。現在では、産業革命以前の水準を大きく超えている。

IPCC第４次評価報告書①（平均気温と二酸化炭素濃度）

世界平均地上気温の変化 二酸化炭素濃度の変化

出所：IPCC第４次評価報告書 14



温室効果ガスの排出量は、産業革命以降増加しており、1970年～2004年の間に70%
増加。現状のままで行くと、世界の温室効果ガス排出量は、次の数十年も増加を継続。

長期的な安定化を達成するには、世界の温室効果ガス排出量がどこかでピークを迎え、
その後減少していかなければならない。安定化レベルが低いほど、このピークと減少を早
期に実現しなければならない。

IPCC第４次評価報告書②（排出量と安定化濃度）

出所：IPCC第４次評価報告書

54.9℃～6.1℃＋90% ～＋
140%2060 ～ 2090年855 ～ 1130 ppm

94.0℃～4.9℃＋25% ～＋
85%2050 ～ 2080年710 ～ 855 ppm

1183.2℃～4.0℃＋10% ～＋
60%2020 ～ 2060年590 ～ 710 ppm

212.8℃～3.2℃
▲30% ～
＋5%

2010 ～ 2030年535 ～ 590 ppm

182.4℃～2.8℃▲60% ～
▲30%2000 ～ 2020年490 ～ 535 ppm

62.0℃～2.4℃▲85% ～
▲50%2000 ～ 2015年445 ～ 490 ppm

評価

論文数

産業革命前からの

世界平均気温上昇

2050年の
CO2排出量
(2000年比）

ピークアウト時点
温室効果ガス

安定化濃度

（注）上記分析は、温室効果ガスの安定化濃度を６つのカテゴリーに区分し、そ
れぞれに対応する既存の研究論文の成果を集めて、安定化濃度と排出経路の
関係を整理し、科学的知見として示したもの。

世界の温室効果ガス排出量 温室効果ガスの安定化濃度と排出経路
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究極目的： 気候系に対して危険な人為的干渉を及ぼすこととならない水準において、
大気中の温室効果ガス濃度を安定化させる

原 則： 衡平の原則に基づきかつ、それぞれ共通に有しているが、差異のある責任
及び各国の能力に従い、気候系を保護

全締約国の義務： 排出目録の作成、削減計画の立案等
先進国等の義務： 排出量を1990年の水準に戻すことを目的に削減活動を報告
先進国の途上国支援義務： 資金供与、技術移転、キャパシティ・ビルディング等

気候変動枠組条約（UNFCC、192ヵ国・地域） 1992年採択

京都議定書（Kyoto Protocol, 176ヵ国・地域） 1997年採択
「共通だが差異のある責任」原則に基づき：

①先進国全体で1990年比で少なくとも5％の削減を目標
②各国毎に法的拘束力のある数値目標設定（途上国は削減約束なし）
③柔軟性措置として、京都メカニズムを用意

対象ガス  CO２、CH４、N2O、HFC、PFC、SF６の6種類

吸 収 源  森林等の吸収源によるCO２吸収量を算入

基 準 年  1990年（HFC、PFC、SF６は1995年としてもよい）

目標期間  2008年～2012年の5年間

数値目標  日本　-6%、　米国（未批准）　-7%、　EU　-8%等 2005年2月16日発効
16



ＥＵ25ヵ国（ＥＵバブル*6は旧15ヵ国） 、ＥＣ

カナダ、アイスランド、日本、ＮＺ、ノルウェー、

スイス、ロシア、ウクライナ、チェコ など

米国、 オーストラリア、 *7トルコ

韓国、メキシコ、エジプト、サウジ
ＥＵ２ヵ国（キプロス、マルタ）

中国、インド、ブラジル、アルゼンチン
など

気候変動枠組条約批准国（192ヵ国・地域）

京都議定書批准国（176ヵ国・地域）

京都議定書未批准国（16ヵ国）

気候変動枠組条約の附属書Ⅰ国（38ヵ国・地域）

気候変動枠組条約の附属書Ⅰ国（3ヵ国）

非附属書Ⅰ国（138ヵ国）

非附属書Ⅰ国（13ヵ国）

カザフスタン、トンガ など

※6 EUバブル：EU加盟のうち旧15ヵ国（2004.5拡大前）は、共同で-8%の削減約束を負っている。
＿（個々の国々の総排出量が各国の割当量の合計量を上回らない限り、各国の目標達成の有無によらず、目標が達成されたと見なされる。）

※７ トルコの数値約束は定まっていない。

2008年3月4日現在

数値約束
あり なし

法
的
拘
束
力

あ
り

な
し

（2008年3月11日 批准予定）

17

気候変動枠組条約・京都議定書の批准国気候変動枠組条約・京都議定書の批准国気候変動枠組条約・京都議定書の批准国
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世界各国のCO２排出量割合とGDP当たり排出量世界各国のCO２排出量割合とGDP当たり排出量

出典: IEA (2007), “CO2 emissions from fuel combustion 1971-2005”
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【出所】（社）日本経団連温暖化対策環境自主行動計画 ２００７年度フォローアップ結果概要（０７年１１月１４日）より抜粋。
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（出典：Ｓｏｌｏｍｏｎ Ａｓｓｏｃｉａｔｅｓ社） （出典：資源エネルギー庁、統計年報（英国）、環境報告書（カナダ）
ほか）

（出典：Ｂａｔｔｅｌｌｅ研究所）

（出典：日本鉄鋼連盟）

（出典：日本鉱業協会）

100 101 102
113

100
130 131

145 152
177 178

100
133

143 154

202

100
105 110 110 120 120 125

160

中国
(全国)

0

主要産業セクター別の原単位比較主要産業セクター別の原単位比較

52

100

123
134

144

0

40

80

120

160

ドイツ 日本 ｽｳｪｰﾃﾞﾝ カナダ 米国

（注）ドイツの原単位が極端に低いのは、木材パル
プの約６割を輸入しており、パルプの生産に必
要なエネルギーが計上されていないことなどが
要因。

100 99 103 104 111
114

137 145

0

40

80

120

160

日本 英国 仏国 北欧 独国 米国 インド 中国

20



0.24 0.27 0.33
0.40 0.41 0.49

0.53 0.61 0.67

1.78
2.07

2.68

4.41

0

1

2

3

4

5

日
本
フ
ラ
ン
ス

英
国
イ
タ
リ
ア

ド
イ
ツ
ブ
ラ
ジ
ル

米
国
メ
キ
シ
コ

カ
ナ
ダ

イ
ン
ド

南
ア

中
国

ロ
シ
ア

GDP単位当たりCO2排出量（2005年）（kgCO2/US$）

ＣＯ２排出原単位の国際比較～原単位そのもののG8+5国の比較～ＣＯ２排出原単位の国際比較ＣＯ２排出原単位の国際比較～原単位そのものの～原単位そのもののG8+5G8+5国の比較～国の比較～

1.1
1.8

3.7 3.9

6.2
7.1

7.8
8.8

9.5 9.9
10.8

17.0

19.6

0

5

10

15

20

25

イ
ン
ド
ブ
ラ
ジ
ル
メ
キ
シ
コ

中
国
フ
ラ
ン
ス

南
ア
イ
タ
リ
ア

英
国

日
本

ド
イ
ツ

ロ
シ
ア

カ
ナ
ダ

米
国

一人当たりCO2排出量（2005年）（tCO2/人）

出典：CO2 emissions from fuel combustion 1971-2005 (IEA) 21



２００７年 ２００８年

６月 ８月 １０月 １２月 ６月 １２月春１月

気
候
変
動

枠
組
条
約

気
候
変
動

気
候
変
動

枠
組
条
約

枠
組
条
約

COP13
（バリ）

G8サミット
（6/6-8）

（ハイリゲンダム）

ASEM
首脳会合
（10/24-

25）（北京）

北海道
洞爺湖サミット
（7/7-9、日本）Ｇ

８

ＧＧ
８８

ＴＩＣＡＤ ＩＶ
（5/28-30）
（横浜）

Ｇ８環境
大臣会合
（神戸）

(5/24-26)

気候変動、クリーン・エネ
ルギー、持続可能な開発
に関する閣僚対話(G20
対話)（3/14-16)（千葉）

ダボス会議
（1/23-27)
（スイス）

Ｇ８開発大臣
会合（東京）

(4/5-6）

COP14
(含：条約AWG④）
（ポーランド）

COP15
（デンマーク）

１月 １１月 １２月

２００９年

京都議定書
第１約束期間
２００８～２０１２年
（日本は年度でカウント）

主要経済国
首脳会合

(夏頃)(場所未定)

Ｇ８エネル
ギー大臣
会合(青森)

(6/7,8)

条約AWG
（長期的協力
作業部会）
①（３~４月）
（バンコク）

総理訪中
(12/27-30)

条約AWG
②（６月）
（ボン）

条約AWG
③（８~９月）
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京都議定書目標達成計画（改定案）の概要①京都議定書目標達成計画（改定案）の概要①

○２０１０年度の温室効果ガス排出量の見通し

１，１８６
（＝基準年比▲６．０％）

２００５

（確報値）

基準年

(百万t-CO2)

１，２６１

１，３５９
（+７．７％）

２０１0

排出抑制対策・施策の推進により、
基準年比▲０．８％～ ▲１．８％
に

森林吸収源、京都メカニ
ズムを合わせて６％削
減約束を達成

※本年２月の産業構造審議会・中央環境審議会合同会合の最終報告では、
現行対策のみでは２，２００～３，６００万ｔ－ＣＯ２の不足が見込まれるもの
の、今後、各部門において、各主体が、現行対策に加え、追加された対
策・施策に全力で取り組むことにより、約３，７００万ｔ－ＣＯ２以上の排出削
減効果が見込まれ、京都議定書の６％目標は達成し得るとされた。
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京都議定書目標達成計画（改定案）の概要②京都議定書目標達成計画（改定案）の概要②

1. 温室効果ガスの排出削減、吸収等に関する対策・施策
(1) 温室効果ガスの排出削減対策・施策

【主な追加対策の例】

自主行動計画の推進

住宅・建築物の省エネ性能の向上

トップランナー機器等の対策

工場・事業場の省エネ対策の徹底

自動車の燃費の改善

中小企業の排出削減対策の推進

農林水産業、上下水道、交通流等の対策

都市緑化、廃棄物・代替フロン等3ガス等の対策

新エネルギー対策の推進

(2) 温室効果ガス吸収源対策・施策

間伐等の森林整備、美しい森林づくり推進国民運動の展開

2. 横断的施策
排出量の算定･報告・公表制度

国民運動の展開

以下、速やかに検討すべき課題

国内排出量取引制度

環境税

深夜化するライフスタイル・ワークスタイルの見直し

サマータイムの導入

目標達成のための対策と施策
温室効果ガスの排出抑制・吸収量の目標

2010年度の排出量の目安（注）

百万t-CO2
基準年

総排出量比

エネルギー起源CO2 1,076～1,089 +1.3%～+2.3%

産業部門 424～428 -4.6%～-4.3%

業務その他部門 208～210 +3.4%～+3.6%

家庭部門 138～141 +0.9%～+1.1%

運輸部門 240～243 +1.8%～+2.0%

エネルギー転換部門 66 -0.1%

非エネルギー起源CO2、CH4、
N2O

132 -1.5%

代替フロン等３ガス 31 -1.6%

温室効果ガス排出量 1,239～1,252 -1.8%～-0.8%

2010年度の排出量の目安（注）

百万t-CO2
基準年

総排出量比

エネルギー起源CO2 1,076～1,089 +1.3%～+2.3%

産業部門 424～428 -4.6%～-4.3%

業務その他部門 208～210 +3.4%～+3.6%

家庭部門 138～141 +0.9%～+1.1%

運輸部門 240～243 +1.8%～+2.0%

エネルギー転換部門 66 -0.1%

非エネルギー起源CO2、CH4、
N2O

132 -1.5%

代替フロン等３ガス 31 -1.6%

温室効果ガス排出量 1,239～1,252 -1.8%～-0.8%

温室効果ガスの削減に吸収源対策、京都メカニズムを
含め、京都議定書の6%削減約束の確実な達成を図る

（注）排出量の目安としては、対策が想定される最大の効果を上
げた場合と、想定される最小の場合を設けている。当然なが
ら対策効果が最大となる場合を目指すものであるが、最小の
場合でも京都議定書の目標を達成できるよう目安を設けてい
る。

必要に応じ、機動的に計画を改定し、対策・施
策を追加・強化

目標達成計画の進捗管理
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